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1．調査の目的  

当分科会は、中央社会保険医療協議会診療報酬基本問題小委員会の要請を受け、   

平成18年度診療報酬改定において療養病棟入院基本料等に導入された、医療の必   

要性による区分（以下「医療区分」という。）及びA⊃」の状況による区分（以下  

「AD」区分」という。）並びに認知機能障害加算に基づく患者分類を用いた評価   

手法等について以下の事項の検証を行うことを目的として、調査を実施した。  

① 患者分類に基づく包括評価導入に伴う職員配置、患者構成、コストの変動   

② 医療区分の妥当性   

（卦 AD」区分の妥当性   

④ 認知症加算の妥当性   

⑤ 患者分類に基づく包括評価導入前後の医療の実の変化   

⑥ 医療療養病棟の役割   

⑦ 患者及び施設の介護への移行の状況  

1．調査の目的  

2．調査対象・調査方法  

3．調査結果  

（1）分析対象  

（2）調査結果のまとめ  

（D AD」・医療区分、認知機能障害加算の状況  

② 患者1人1日当たりのケア時間の状況  

③ 患者1人1日当たり費用、収入の状況  

a 患者1人1日当たり費用  

b 患者1人1日当たり収入  

④ 患者分類毎の患者1人1日当たり費用の状況‥  

⑤ 職員配置の状況  9  

⑥ 患者及び施設の介護への移行の状況  10  

10  

13  

14  

1了  

19  

20   

21  

21  

2．調査対象・調査方法  

（1）タイムスタディ等調査   

慢性期入院医療の患者像等を適切に把握することを目的として、医療療養病棟を   

有し調査協力が得られた85病院を対象に、患者特性調査、タイムスタディ、コス   

ト調査、レセプト調査（タイムスタディ調査対象病棟）、施設特性調査、病院長に   

対する基本事項に関する調査を実施した。  

（2）レセプト調査 く国保支払分）  

全国の療養病棟入院基本料2を算定する病棟における入院料の算定状況等の把   

握を目的として、当該病棟の入院患者であって、国民健康保険からの支払いに係る   

者のうち約12万人の1か月分のレセプトを収集した。  

（3）有床診療所の患者分類分布調査  

医療療養病床を有する診療所の患者分類分布の把現を目的として、協力が得られ   

た109施設の調査基準日における患者の分布を調∃巨した。  

（4）介護療養病床のみを有する病院の調査  

介護療養病床のみを有する病院の患者の状態像等の把握を目的として、協力の得   

られた16病院を対象に、患者特性調査及び施設特性調査を実施した。   

a 入退院患者の状況  

b 療養病床の転換意向  

⑦
⑧
⑨
⑬
 
 

患者分類に対する病院長の評価  

医療の質の変化の状況  

医療療養病棟の入院料算定の状況  

有床診療所の患者分布の状況  

4．調査結果に基づく検討  

（1）医療療養病棟の役割について  

（2）医療区分、AD」区分、認知機能障害加算の妥当性について‥．22  

（3）患者分類と収入について  

（4）患者分類に基づく包括評価導入前後の医療の質の変化について．2了  

（5）患者及び施設の介護への移行の状態について……………‥27  
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5．今後の課題  

（1）医療の質の評価について  



3．調査結果  

（1）分析対象   

それぞれの調査における集計の対象件数は以下のとおりである。  

図表1集計対象数  

図表3 医療療養病棟（平成18年度全85病院、平成17年度全428病院）  

平成18年度研壬  

ADL区分  匿！   医療区分1  医療区分2  匡丑区分3  合 書十  

（n＝1′743）  （n＝2．756）  （n＝1．098）  （n＝5′597）  （n＝   

ADし区分3   10．0％  Z8．0％  15．7％  53．7  

ADL区分2   11．0％  13．0勺も  Z．7％  26．7  

AD」区分1   2．5％（虻）  2．1％（捜）  1．3％  19．6  く  
7．8％  6．2％   

全 体   31．1％  49．2％  19．6％  100．0  

無回答（n）   
（5）   （6）   （0）   （11）  

l区分1  医療区分2  医療区分3   

平成17年度調査        合計  11．066）  （n＝8′147）  （n芝1．924）  （n＝＝21，137）  14．0％  18．3％  6．3％  38．6％  16．1％  18．2％  1．2％  Z7．S％  ．3（姑（紘）  2．6t輪（控）  1．3％  33．9％  17．5％  7．2％  53．8％  38．3％  8．8％  100．0％  （1S7）  （103）  （之8）  （Z88）   調査票   件 数   

1．患者特性調査票（医療療養病棟）   85病院   

2．患者特性調査票（介護療養病棟等）   35病院   

3．タイムスタディ調査票   85病院   

4ニ コスト調査票   69病院   

5．レセプト調査票（タイムスタディ調査病棟）   83病院   

6．有床診療所の患者分類分布調査票   109診療所   

7．介護療養病床のみを有する病院の調査票   16病院   

8．施設特性調査票   85病院   

9．病院長に対する基本事項に関する調査票   84病院   

10．レセプト調査（国保支払分）   115．409件   

図表4 介護療養病棟（平成17年度と比較可能な17病院）  

平庇18年反間童  

ADL区分  医   医療区分1  医療区分2  医療区分3  合 靂十  

（∩＝ヰ之7）  （∩＝260）  （∩＝55）  （h＝742）  

ADL区分3   27．6％  22．1％  6．5％  56．之％  
ADL区分2   20．9％  9．7％  0．7％  31．3％  

ADL区分1   3．8％（世）  1．5％（搾）  0．3％  1ヱ．S％  【   5．3％  1．8％   
全体   57．5％  35．0％  7．4％  100．0％  
無回答（∩）   rOl   （0）   

昧区分1  医療区分2  医療区分3  合！十   

同  

図表5 介護療養病棟（平成18年度全35病院、平成17年度全186病院）  
（2）調査結果のまとめ  

① ADL・医療区分、認知機能障害加算の状況  

医療療養病棟においては平成17年度と比較して、医療区分1の患者の割合が減  

少し、医療区分2、3の患者の割合が増加していた（図表2、3）。   

一方、介護療養病棟においてはそのような傾向はなく、医療の必要性に応じた医  

療と介護の機能分担が進んでいるものと評価できる（図表4、5）。  

図表2 医療療養病棟（平成17年度と比較可能な49病院）  

平成18年度調査  
ADL区分  日  

匹  
ADし区分3   20．9％  之0．7％  5．2％  46．9朝  

ADL区分2   之2．4％  －■●  1．2％  36．2％  

ADL区分1   
5．6％（捜）  2．1％（緩）   

0．3く払  16．9（姑     ・：・・  2．1％   
全体   55．8％  37．5％  6．7％  100．0  
無回答（n）   （2）   rO）   （01   r2）  

平成18年度調査                平成17年度蛸査  
ADL区分  置正区分1  医療区分ヱ  医療区分3  合 計  医療区分1  医療区分之  医環区分3  合‡十  

（n＝849）  （n＝1′280）  （n＝483）  （∩＝2．612）  （∩＝1′313）  （∩＝1′028）  （n＝312）  （n＝2．653）   

AD」区分3   9．9％  28．2t輪  14．5％  S2．5  1ヰ．6％  18．9％  8．3【‰  ヰ1．8％   

ADL区分2   10．9％  11．7％  2．5％  2S．1  15．2％  10．6％  1．8％  ユ7．7％   

ADL区分1   
9．2％  7．4％  2．6％（捜）  1．7％（捜）  1．5％  之2．4  7．1％（鑓）  3．8％（認）  1．7％  30．5％         1Z．6％  5，4％   

全 体   18．5％  100．0  49．5％  38．7％  11．8％  100．0％   

知回答（n）   （2）   （4）   （0）   （6）  （11）   （3）   田  （15）  



医療療養病棟における患者分類別の医療処置に係15患者1人1日当たり職種別  

人件費重み付けケア時間（以下「ケア時間」という。：・は、医療区分、AD」区分  

とも区分1、区分2、区分3の順にケア時間が長〈なっていた（図表8）。  

図表8 医療療養病棟（平成18年度全85病院）における患者分類別医療処置時間  

② 患者1人1日当たりのケア時間の状況  

医療療養病棟における患者分類別の患者1人1日当たり職種別人件費重み付け  

ケア時間（以下「ケア時間」という。）は、平成16年度調査時と比較していずれ  

の区分においても増加していたが、医療区分、ADL区分とも区分1、区分2、区  

分3の順にケア時間が長くなっていることに変化はなかった（図表6、7）。   

ただし、平成18年度調査の全病院での認知機能障害の「有り」と「無し」につ  

いては、医療区分1・AD」区分1で統計的に有意なケア時間の差となっているが、  

医療区分2・AD」区分1では、ケア時間の差が小さく（0．7分）統計的に有意な  

差となっていなかった（図表7）。  

平成18年度調査  

医療区分1  医療区分2  医   

ADL区分3   26，4   39．0  

ADL区分2   12．6   17．8  

10．4（琵）   10，7（認）  

ADL区分1  
10，3   16．6   

全体   15，5   29，3  単位：分  療区分3  全体  58．2  43．7  36，2  18．5  20．2  13．3  51．8  30．8   図表6 医療療養病棟（平成16年度と比較可能な33病院）における患者分類別ケア時間  

平成18年度  調査  皇1立：分  

医療区分1  医療区分2  医療区分3  全体   

ADL区分3  134．7  150．0  197．5  1628   

AD」区分2  115．0  134．4  170．7  130．8   

84．9（掟）  108．3（旺）   

AD」区分1  137．9  101．7  
83．3  117．5   

全体  ‖1．9  140．2  1gO．5  143．3   

平成16年度  吉日査  単位：分  

医療区分1  医療区分2  医療区分3  全体   

AD」区分3  115－0  128－1  168．7  134．4   

ADL区分2  105．8  119．1  159．6  113．4   

91．1（認）  101．打抜）   

AD」区分1  120．1  88．2  
8D．0  92．4   

全体  1DO．4  118．2  162．5  115．7   

③ 患者1人1日当たり費用、収入の状況  

a 患者1人1日当たり費用  

医療療養病棟の患者1人1日当たり費用を比較可能な12病院でみてみると（国  

表9）、平成16年度は16．788円、平成18年度は16，532円であり、大きな変化  

はなかった。コスト調査での全病院でみても（図表1（））、平成16年度17，760円、  

平成18年度17，351円で、その傾向に大きな変化はなかった。   

患者1人1日当たり費用の内訳では、比較可能な12病院の場合及び全病院の場  

合でも材料費、経費が減少し、委託費、設備関係費等が増加していた。  

※リハスタッフ分を除いた患者1人1日当り職種別人件費重み付けケア時間である。  

図表7 医療療養病棟（平成18年度全85病院、16年度全89病院）における患者分類別ケア時間  

平成18年席  闇香  里イ立：分  

医療区分1  医療区分2  医療区分3  全体   

AD」区分3  141．3  150．7  190．4  161．7   

ADL区分2  118．9  139．4  180．3  136．0   

90．8（級）  106．3ほ忍）   

ADし区分1  120．0  97．0  

84．9  105．6   

全体  112．g  139．6  184．0  141．3   

平成16定席  香  

医療区分1  医療区分2  医療区分3  全体   

ADL区分3  111．6  126．8  173．0  132．4   

ADし区分2  103，1  122．1  154．7  113．0   

84，8（旺）  川2．6（紘）   

ADL区分1  106．2  82．9  
74．7  89．1   

全体  95．7  118．1  163．8  112．8   

図表9 医療療養病棟（平成16年度と比較可能な12病院）における患者1人1日当たり費用  

（単位：円）  

設備関  
調査年度  人件費  材料費  委託費   係費   修費   

8．645  1．533  2．151  2．517   

平成18年度  
52．3，i  9．3％  13，0，i  15．2％   

9，172  1，713  1．459  2．127   
平成16年度  

54．6％  10．2％  8．7％  12．7，も   ヨ  経黄  その他  合計費用  53  1．543  91  16．532  ）ヽ  9．3％  0．5％  100、0％  Z9  1．952  336  16．丁88  2％  11．6，i  2．0％  100，0％   ※リハスタップ分を除いた患者1人1日当り職種別人件費重み付けケア時間である。  

※平成16年度及び平成18年度の「コスト調査」に共通する33病院のうち、一般病床を有してい   
ない病院で且つ平成16年度調査で特殊疾患療養病棟を持たない12病院を比較対象とした。  

※平成18年度の算定結果は平成18年11月1カ月のデータ、平成16年度は平成15年度年間の   
データに基づくもの。  

5   



図表10 医療療養病棟（平成18年度全69病院、平成16年度全80病院）における  

患者1人1日当たり費用  

④ 患者分類毎の患者1人1日当たり費用の状況  

平成18年度のコスト調査から求めた医療療養病掛こおける1患者当たりの費  

用を患者の状態に応じて変化する変動費（人件費、材料費）と患者の状態に係らず  

一定である固定費（設備関係費、経費等）とに分け、患者分類（11区分）毎の患  

者1人1日当たり費用を推計した（国表12－1、図強12－2、図表12－－3）。   

これによると、患者1人1日当たり費用は、医療区分及びAD」区分の順序と対  

応しており、患者分類は妥当であると考えられた。   

医療区分3・ADL区分3と医療区分1・ADL区分1との差は、費用差最小の  

場合で4．842円、黄用差最大の場合で8，310円であった。   

また、ADL区分ごとにみると、ADL区分3とADL区分1の間の差は、費用  

差最小の場合は2．462円、費用差最大の場合は、4．5！il円となっており、AD」区  

分ごとに相当の差があることがわかった、  

図表12－1平成18年度調査 患者分短毎の患者1人1日当たり費用  

（費用差最大の場合：「その他人件費」をケースミックス値に応じて按分）  

単位：  

人件費  材料費  重言モ費  設備関 係費  研究研 修費  経費  その他  合計費用   

10．343  1．706  1．554  2．037  63  1．463  185  け351  
平成18年度  

9．0，i  11．7，i  0．4，i  8．4％  1．1，i  100．0，i   

10，008  1．848・  1．299  1．837  53  2，22ヰ  494  17．760  
平成16年度  

57．3，i  10．7％  6．0，i  10，6，i   

b 患者1人1日当たり収入  

コスト調査の対象となった69病院における医療療養病棟の患者1人1日当た  

り収入は、レセプト請求金額等から算定すると17，673円であり、費用の17．351円  

を若干上回っていた。なお、国保支払分のレセプト集計結果では、同嶺を若干下回  

るけ071円であった（図表11）。  

平成18年度調査  

医療区分1  医療区分2  医療区～   

AD」区分3  16．875  17．788  21，44：   

APL区分2  15．620  17，358  20．76（   

13．469（認）  14．824（認）   

AD」区分1  16．49一  

13．133  14．797   

全体   15．117  17．17（；  20．99！   

図表11医療療養病棟における患者1人1日当たり収入（平成18年度調査）  

風位：円   

標準的な食事  
平成18年度調査   入院基本 料  入院基本 料等加算  出来高 部分  リハビリテ －ション等  レセプト 請求金額   療養貴を加え  

た場合の収入   

コスト調査実施病院における収入  
（69病院）   

13．181  1．163  580  828  15．753  17，673   

国保レセプト集計対象病院における収入 （国保支払分：115 
．409件）   

図表12－2 平成18年度調査 患者分類毎の患者1人1日当たり費用  

（費用差最小の場合：「その他人件費」をどの患部分類にも等しく按分）  ※標準的な食事療養費は、1食当り入院時食事療養費糾0円とし、1日1．920円とした。  
※国保レセプト集計の「入院基本料等加井」には、一部出来高部分に相当する収入が含まれている。  

※上記の収入には、差額ベット代、おむつ代、クリーニング代などの収入は含まれない。  
平成18年度調査  

医療区分1  医療区分2  医療区づ   

ADL区分3  ’16．875  17，479  1g．82   

ADL区分2  16．355  17．418  19，47   

15．127（認）  15．974（認）   

ADし区分1  17．19  
14，986  15，971   

全体   16．024  17．209  19．59  



⑤ 職員配置の状況  

看護職員1人1日当たりの患者数は、平成17年11月と比較して平成18年1  

1月では減少しており、看護職員の配置が厚くなったものと評価できる。   

看護補助者1人1日当たりの患者数は、平成17年11月と比較して平成18年  

6月、7月は減少したものの、平成18年11月では再び、ほぼ平成17年11月  

の状況に戻っていた（図表13）。   

また、職種別ケア時間についても、すべての職種でケア時間が長くなっており、  

手厚いケアになっていることがわかった（図表14）。  

図表13 医療療養病棟における職員1人11］当たり患者数  

図表12－3（再掲）平成18年度調査 患者分類毎の患者1人1日当たり費用  

（費用差最小の場合～費用差最大の場合）   

平成18年度調査  単位‥円  

医療区分1   医療区分2  医療区分3   全体   

AD」区分3  16．875 ～16．875  17．479 ～17，788  19．828 ′・■21．443  1了，944 ～18．517   

AD」区分2  16．355 ～15．620  17．418 ～17．358  19，479 ←20．760  17．108 ←16，855   

15．12了 ～13，469  15．974 ～14．824   
AD」区分1  り．194～16，494  15．482 ～13，966  

14．986 ～13．133  15．9了1～14．797   

全休  16．024 ～15．117  17．209 ～17，176  19．594～20．999  17．351  
17年11月  18年6月 

平均値   17．1   －5・9 

中央値   17．2   15・9 

看鯛即人当  10．3   8・0 

たりの患者数  
最大値   24．1   24・2 

標準偏差   3．2   3．4   

平均値   16．1   15．4  

中央値   15．5   15．6  

看護補助者1人                 最小値   10．5   8．1  
当たりの患者数  

最大値   27，5   22．5  

標準偏差   3．3   3．1   

22．7   23．2   

3．0   3．1   

15．2   15．9   

15．4   15．4   

7．8   8．5   

21．6   33．4   

2．8   3．9  

※4期間を通じて、医療療養病棟が存在する病院（64病院）の集計。  
※平成17年11月、平成18年6月の特殊疾患療養病棟は含まれていない。   

※算出式   

看護微員1人当たりの患者数＝1日平均患者数／Ⅰ看護師と准看護師の月延べ勤務時間働（日勤＋夜勤）／（月の日数×24時間））   

看護補助者1人当たりの患者数＝1日平均患者数／Ⅰ看護補助者の月延べ勤務時間患狛日勤＋夜勤）／（月の日数×24時間））   



図表14職種別の患者1人1日当たり直接ケア時間、間接ケア時間  医療療養病棟における新規入院患者（入院・転棟日から14日以内の患者）の医  

療区分2、3の患者を平成17年度と比較可能な4；I病院でみると（図表16）、  

包括評価導入前の平成17年度調査では64．2％、包括評価導入後の平成18年度調  

査では71．4％となっており、医療療養病棟における医療の必要性の高い患者の受け  

入れが進んでいるものと評価できる。   

また、全病院での比較で見ると（図表17）、平成17年度調査が56．7％で、平成  

18年度調査が76．2％となっており、いっそう顕著な傾向がみられた。   

退院又は転棟する時点では、医療区分3の患者が3割以上を占めているが、その  

多くは死亡退院であり、死亡退院以外では医療区分1の状態で退院又は転棟する患  

者が半数近くを占めていた（図表18）。  

平成18年度調査  平成16年度調査  

直接ケア時間  間接ケア時間  直接ケア時間  間接ケア時間   

直接ケア時間   151．5分   22．0分   125．1分   23，6分   

（再掲）医師   15．5分   2、6分   10．4分   2．9分   

（再掲）看践師   43．8分   6，2分   33．8分   6．6分   

（再掲）准看雄師   33．9分   3，6分   29．9分   4．6分   

（再掲）看護職幼者   41．7分   8．0分   3丁．5分   7．3分   

（再掲〉リハスタッフ   10．2分   0．7分   8．5分   0．5分   

（再掲）その他恥種   6．4分   3．0分   5．1分   1．丁分   

図表16 医療療養病棟（平成17年度と比較可能な49病院）における  

新規入院患者の医療区分・ADL区分の状況  
※タイムスタディ調査対象病棟（平成18年度全85病院、平成16年度全89病院）における患者  

1人1日当たり直接ケア時間・間接ケア時間（他種別人件真による重み付けケア時間）。  
※直接ケア時間は、調査対象病棟の各入院患者のケアに直接的に要した時間。  
※間接ケア時間は、「食事・休憩等」と「病棟外の活動」の時間を除く、「会議・研修等」、「定期   
的書類作成」、「管理・運営」、「病棟維持・管理」の時間。  ADL区分  平成18年度調査        医療区分1  医療区分Z  医療区分3  合 計  医療区分  

（∩＝57）  （∩＝＝100）  （∩＝4ヱ）  （n＝；199）  （∩＝69）   

AD」区分3   8．0％  15．6％  16．6％  40．2％  7．3   

AD」区分2   6．0％  13．6％  3．0％  22．6   9．コ   

2．0％（認）  3．5％（托）   2．8％（  
AD」区分1  1．5％  37．20  

12．6％  17．6％  16．】   

全 体   28．6％  50．3％  21．1％  100．00  35．∈   平成17年度綱査  ロ  医療区分2  医療区分3  合計   （∩…94）  （∩＝30）  （∩＝193）  ％  17．1％  亘．3％  33，7％  ％  11．4％  3．1％  23．8％  匿）  6．8％（認）  3．1％  42．5％  ％  13．0％  ；％  48．7％  15．5％  100．0％   ⑥ 患者及び施設の介護への移行の状況  

a 入退院患者の状況  

患者分類導入直近の平成18年6月、7月においては、その前後と比較して療養  

病床内において医療保険・介護保険間を移行した患者数が増加した。平成18年1  

1月においては、平成17年11月よりも異動数は増加していたが、平成18年6、  

7月における異動数よりも減少していた（図表15）。  

図表15 療養病床内において医療保険・介護保険間を移行した患者数（100床当たり）  

※新規入院患者：医療療養病棟に入院・転棟して14日以内の患者  

図表17 医療療養病棟（平成18年度全85病院、平成17年度会428病院）における  

新規入院患者の医療区分・ADL区分の状況  

平成18年度明査  

ADL区分          医療区分1  医療区分2  医療区分3  合 計  医療区ぷ  
（∩＝83）  （∩＝175）  （∩＝90）  （∩〒318）  （∩＝64i   

ADL区分3  6．3％  18．1％  19．0％  43．40   9J   

AD」区分2   5．7％  15．2％  5．7％  26．7¶  11．！   

2．6％（埋）  3．2％（比）   3．1％（  
AD」区分1  1．1％  29．9％  

9．2％  13．8％  19」   

全 体   23．9％  50．3％  ， 之5．9％  100．00  43J   平成17年度調査  ・1 廼  医療区分2  医援区分3  合計   （∩＝673）  （∩＝173）  （∩＝1′491）  ‡％  14．2％  6．8％  30．3％  i％  10．7％  2．0％  2ヰ．3％  托）  3．7％（托）  2．7％  45．4％  l％  16．ヰ％  l％  45，1％  11，6％  100．0％   平成17年  
区分   移行パターン  

11月中   

医療保険 → 介護保険  0．55   1．20   1．01   0．78  
全体（n＝81）  

介護保険 → 医療保険  0．29   0．86   0．61   0．34   

4期間とも介護病床あり  1．91   l．53   1．16  

（n＝33）   介護保険 → 医療保険  0．38   1．22   0．92   0．50   

※新規入院患者：医療療養病棟に入院・転棟して14日以内の患蒋   

※平成17年11月、平成18年6月は、医療療養病床の特殊疾患療養病棟分含む。  
※単位：人  

10  



b 療養病床の転換意向  

84病院のうち、回答のあった21施設では、介護保険の施設への転換を考えて  

いる施設は4施設であり、うち3施設が介護老人保健施設、1施設が介護老人福祉  

施設であった（国表19）。  

図表19 療養病床の転換意向（転換先別の意向あり施設数・病床数、∩＝21）  

図表18 医療療養病棟の退院直前の状態別100床当たり退院（転棟）患者数及び構成比  

平成18年7月中  平成18年11月中  

入院基本料区分  
（再掲）  （再掲）  

退院患者   死亡退院  構成比  退院患者   死亡退院  構成比   

入院基本料A   5．3   3．6  34．6  4．5   3．4  34．5  

入院基本料B   2．2   0．2  14．0  2．4   0．4  18．1  

入院基本料C（認知機能障害加算あり）  0．3   0．0  1．8  0．4   0．0  3．0  

全体  0．0  7．0  1．1   0．1  8．4  

（n＝80）  1．2   0．1   7．6  1．1   0．0  臥5  

入院基本料E   5．4   0．1  35．0  3．6   0．0  27．5  

特別入院基本料   0．0   0．0  0．0  0．0   0、0  0．0  

合計   15．4   4，0  100．0  13．2   4．0  100．0   

（再掲）  

5．3   3．6  34．6  4．5   3．4  34．5  

医療区分別  
3．5   0．3  22．8  3．9   0．6  29．5  

（n＝80）   
6．8   0，1  42．5  4．7   0．0    36．0  

合計   15．4   4．0  100．0  13、2   4．0  100，0   

医  

療   

保  

険   

5（再掲）回復期リハビリテーション病棟  

6（再掲）亜急性期病棟  

7（再掲）特殊疾患療養病棟  

8（再掲）障害者施設等入院基本料を算定する病棟  

9 精神病床  

10（再掲）特殊疾患療養病棟  

11（再掲）老人性認知症疾患治療病棟  

12診療所（無床）   

介  

護   

保 険   

18 介護老人保健施設  

17 介護老人福祉施設  

18 有料老人ホーム  

19 軽費老人ホーム（ケアハウス）  

20 グループホーム   

そ  
の  
他   

計   

意向あリ  転換希望   
施設数  延べ病床数   

15   686   

8   229   

0  

220  

44   

10   

0  

93   

0  

0  

0  

0  

0  

0  

0  

3   243   

53   

0  

0  

0  

38   

50  

1．290   

単位：（人、％）  

※84病院中、21病院に療養病床の転換意向の回答があった。  
※21病院中、6病院は、H17．11からH18．11までの聞に庖療療養病棟の病床数の増減を行つ   
ている。  

ヽ  

13   12  



⑦ 患者分類Iこ対する病院長の評価  

病院長による基本事項に関する評価においては、患者分矧こ対する総合的評価と  

して、「やや不適当である」「不適当である」の合計が6割近くに上ったほか（図表  

20）、医療区分2、3 

等の項目において、項目への該当条件や該当日数の制限が不適切との意見があった。   

なお、不適当との意見は、自由記載の意見から、分類そのものというよりは、診  

療報酬点数の妥当性、制度実施の手順及び評価票の煩雑さ等に関して不適切として  

評価されたと考えられる。   

また、医療区分2に加えるべき項目として、経菅栄養、胃痍等の処置を挙げる意  

見が多数あった。  

医療区分・AD」区分の評価・記録頻度は1週間に1度でよい、との意見が4割  

近くを占めた（図表21）。  

療養病床への入院対象としては、急性期一般病棟での治療後の受け皿を必要とし  

ている患者、在宅での療養が一時的に困難になった際の受け皿を必要としている患  

者、経口摂取が困難な患者を挙げる意見が多数あった（図表22）。  

患者分類の導入に伴う対応として、療養病棟の機能を明確化し、入退院する基準  

を見直した、患者特性の把握及び記録をより綿密に行うようになった、との意見が  

多数あった（図表23）。   

また、医師、看護職負の数を増やした、または一人当たりの勤務時間が増加した、  

とする回答が6割から7割あった（図表24、25）。  

図表20 患者分頬に対する総合的評価  

図表21医療区分・AD」区分評価票の妥当な記入頻度  

全体  
（n＝84）  

件数  割合（％）   

1．評価票の記録の頻度は、毎日でよい。   12  14．3   

乙評価票の記録の頻度は、2・3日に1度でよい。   6   7．1   

3．評価票の記録の頻度は、1週間に1度でよい。   32  38．1   

4，評価票の記録の頻度は、2週間に1度程度でよい。  6   7．1   

5．評価票の記録の頻度は、1ケ月に1度でよい。   7   8．3   

6．評価票の記録の頻度は、入退院時および患者の状  18  21．4  態が化したとのみい 

変きでよ。   

7．なんともいえない。   0  

臥その他   3   3．6   

合計   84  100．0   

一般病床併設あり   一般病床併設なし   
（n＝55）  （n＝29）   

件数  割合（％）  件数  割合（％）   

8  14．5  4   13．8   

ヰ   7．3   2   6．9   

17  30．9  15  51．7   

10．9  0  

7   12，7   0  

20．0  7   24．1   

0  0  

2   3．6   3．4   

100．0  29  100．0   

図表22 療養病床への入院対象として相応しい患者像  

全体  
（n＝84）  

件数  割合（％）  

1．急性期一般病棟での治療後の受け皿を必  77  91．7    としい   

要てる患者   
2．在宅での療養が一時的に困難になった際  62  73．8    の皿   

受けを必要としている患者   
3．介護保険施設での療養が一時的に困難に  53  63．1    っの皿い   
なた際受けを必要としてる患者   

4．積極的なリハビリテーションが必婁な患者  42  50．0  

5．維持期のリハビリテーションが必要な患者  57  67．9  

6．終末期ケアを要する患者   54  64．3  

7，重度の意誠障害を有する患者   52  61．9  

臥重度の認知機能障害を有する患者   26  31，0  

9．経口摂取が困難な患者   87  79．8  

10．その他   7   8．3  

合計   84  100．0  

般病床併設あり   一般病床併設なし   
（∩＝55）  （n＝29）   

年数  割合（％）  件数  割合（％）   

49  89．1  28   96．6   

41   74．5  21   72．4   

31   56．4  22  75．9   

27  49．1   15  51．7   

38  69．1   19   65．5   

34  61．8  20   69．0   

33  60．0  19   65，5   

15  27．3  37．9   

42  76．4  25  86．2   

2   3．6   5   17．2   

55  100．0  29  100．0  

全体（∩＝84）  一般病床併設あり（n＝55）   一般病床併設なし（n＝29）  

件数 ▼  割合（％）  件数  割合（％）  件数  割合（％）   

妥当である   0  0  0  

おおむね妥当である   16   19．0   20．0   5   17．2   

どちらとも言えない   柑   21．4   14   25．5   4   13，8   

やや不適当である   24   28．6   20．0   13   44．8   

不適当である   25   29．8   18   32．7   7   24．1   

無回答   1．2   f 1．8   0  

合計   84   100．0   55   100．0   29   100．0   
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⑧ 医療の質の変化の状況  

医療の質の変化については、今回の調査の目的としていないため、調査結果から  

正確な質の変化を算出することは困難であるが、推測可能な項目を用いて質の変化  

について検討を試みた。  

平成17年度調査と平成18年度調査で比較可能な41病院について、医療療養病  

棟のOua＝tylndicator（以下、Ql）を試行的に算出し、包括評価導入前後の医  

療の質の変化について検討を行った。   

平成17年度と18年度におけるQIの平均値を比較すると（図表26－1）、  

「痛み」や「身体抑制」の値はやや低下しているが、その他の項目は全て高くなっ  

ていた。   

今回は、アセスメントのデータ等よるリスク調整（重症者を多く受け入れるよう  

になれば必然的にリスクが高くなることなどを調整）が不十分なため、何らかの結  

論を得ることができなかった。  

図表23 包括評価分類の導入に伴う対応（患者ケアに関する対応）  

全体  一般病床併設あり   一般病床併設なし  
（∩＝84）  （∩＝55）  （n＝29）  

件数  割合（％）  件数  割合（％）  件数  割合（％）   

1．療養病棟の機能を明確化し、入退  
院する基準を見直した。   

63．1   35   63．6   18   62．1   

2．患者特性の把握および記録をよリ  57．1   27   49．1   21   72．4   
綿密に行うようになった。   

3．患者特性に対応したケアを行うこと  
がより容易なった。   

13．1   10．9   5   17．2   

4．ケアの質が低下した。   9   10．7   3   5．5   6   20．7   

合計   84   100．0   55   100．0   29   100．0   

図表24 包括評価分類の導入に伴う対応（医師に関する対応）  

全体  一般病床併設あり   一般病床併設なし  
（∩＝84）  （∩＝55）  （∩＝29）  

件数  割合（％）  件数  割合（％）  件数  割合（％）   

1．医師の数を増やした。   10   11．9   6   10．9   4   13月   

2．医師の一人当たりの勤務時間（当  

直等を含む）が増えた。   
57．1   28   50．9   20   69．0   

3．医師のオンコール体制を拡充した。  13   15．5   9   16．4   4   13．8   

4．医療ニーズにより適切に対応でき  

る医師を新たに採用した。   
7．1   4   7．3   2   6．9   

（再掲）  

1、2のいずれかに該当する場合   
52   61．9   30   54．5   22   75．9   

合計   84  100．0  55   100．0   29   100．0   

図表26－1QIの変化  

平成17年度  

QI項目         病院 数  分母の 患者数  平均値  病匹 数   

痛み   39  1．799  8．4％  3！】   

裾瘡ハイリスク  31  1，103  15．8，i  3月   

祷虎口ー」」スク  28  564  2．りi  22   

身体抑制   39  1．799  31．6％  38   

留置カテーテル  39  1，799  9．3％  3g   

尿路感染   39  1．799  3．5†i  3g   

ADLの低下①  33  972  9．0％  3C   

ADLの低下②  20  358  8．4％  円   

平成18年度   

▲ †【  分母の 患者数  平均値  

1．725  8．1％  

1．231  19．9†i  

370  2．9，も  

1，72声  弧0†  

1．725  12．6％  

1，725  8．0％  

961  9．9，i  

274  11．4％  

図表25 包括評価分類の導入に伴う対応（看護職員に関する対応）  

全体  一般病床併設あリ   一般病床併設なし  
（n＝84）  （n＝55〉  （∩＝29）  

件数  割合（％）  件数  割合（％）  件数  割合（％）   

1．看護師・准看護師の数を増やした。  28   33．3   18   32．7   10   34．5   

2．看護補助職の数を増やした。   22   26．2   14   25．5   8   27．6   

3．看護職鼻の一人当たりの勤務時間  50．0   24   43．6   18   62．1   
が増えた。   

4．医療ニーズにより適切に対応でき  9．5   10．9   2   6．9   
る看護職員を新たに採用した。   

5．患者特性の把操、区分構成のモニ  
タ一等のために専属の看護師を配  10．7   4   7．3   5   17．2   

置した。   

（再掲）  

1、2、3のいずれかに該当する場合   
60   71．4   38   69．1   22   75、9   

合計   84   100．0   55   100．0   29   100．0   
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⑨ 医療療養病棟の入院料算定の状況  

全国の医療療養病棟の入院患者のレセプトでの入院料の算定状況においては、医  

療区分1に該当する患者が35％、医療区分2が48％、医療区分3が16％であり、  

平成17年度と比較して医療区分1の患者の割合が減少し、医療区分2、3の患者  

の割合が増加していた（図表27、28）。  

図表27 平成18年10月分国保支払分レセプト調査  

ただし、QIの値がはずれ値を越えている病院については、Qlを算定するために  

用いた患者データの巽、および病院のケアの質の両面から検討する必要があると考え  

られる（図表26－2）。  

図表26－2 QIのはずれ値病院  

平成17年度  平成18年度  

Ql項目  
病院数   外れ値 病院数   病院数  外れ値 病院数   

痛み   39   2   39   3   

禍瘡ハイリスク   31   2   34   0   

褐瘡ローリスク   28   2   22   2   

身体抑制  39   2   38   2   

留置カテーテル   39   2   39   2   

尿路感染   39   2   39   

ADLの低下①   33   2   3D   

ADLの低下（∋   20   16   

医療区分1  医療区分2  医療区   

ADL区分3  10．5％   
40．1％   

ADL区分2   16．3  
24・9   

ADL区分l  8．2％   

計   35．4％   48．2％   16．：   

※10月分レセプトの算定実日数による構成比   

100．0％   分3  計  ％    ．％  
図表28 平成17年9月患者特性調査（平成17年度調査）  

※外れ値病院数とは、平均値が［平均＋2×標準偏差】を超えた病院数。  
医療区分1  医療区分2  医療区   

ADL区分3  14．0％   18．3％  6．3   

ADL区分2  1■6．1％   10．2％   1．2   

ADL区分1  22．8％   9．8％   1，3   

計   53．0％   38．3％   8．8   

※l患者特性調査」の調査項月に基づく構成比   

二分3  計  ％  3B．6％  ％  27，5％  ％  33．9％  ％  100．0％   
※患者分類に際し、特殊疾患療養病棟1及び2の患者に対する経過措置は考慮していない。  
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⑩ 有床診療所の患者分布の状況  

有床診療所においては、平成17年度と比較して医療区分毎の患者構成比に変化  

なく、病院と異なり、医療と介護の機能分担は進んでいないことが明らかになった  

（図表29、30）。  

図表29 平成18年度調査（109施設）  

4．調査結果に基づく検討   

当分科会としては、医療区分、AD」区分の妥当性の検証を行うにあたって医療   

療養病棟の役割について、まず明確にする必要があると考え検討を行った。  

（1）医療療養病棟の役割について  

医療療養病棟の役割について検討するには、介護施設における医療の在り方につ   

し、て、明確となっている必要があるが、検討中であるため、現時点での介護施設に   

関する検討状況を踏まえた上での考察となっている。  

① 病院長の意見  

病院長のアンケート調査結果からは、医療療養病棟の役割（入院対象として相応   

しい患者像）として、ア 急性期一般病棟での治療後の受け皿、イ 経口摂取が困   

難な患者、り 在宅や介護保険施設での療養が一時的に困難になった際の受け皿、   

エ 終末期ケア、オ 意識障害を有する患者の受け皿をあげる意見が多数であった。  

計   

ADL区分3  9．9％   
27．7％   

ADL区分2   3．5％  

46．6％   

ADL区分1  12．3％   

56．4％   医療区分1  医療区分2  医撹区分3        【               計    40．0％  3．5％  100．0％   
図表30 平成17年度調査（170施設）  

医療区分1  医療区分2  医療区分3   計   

ADL区分3  4．3％   9．5％   2．3％   1．1％   

ADL区分2  6．9％   8．6％   1．0％   16．5％   

ADL区分1  41．3％   24．5％   1．6％   67．4％   

計   52．4％   42．7％   4．9％   100．0％   

② 分科会としての意見  

医療療養病床の役割としては、医療機能の分化と連携の視点から、急性一般病   

院での治療後の受け入れが期待され、今回の調査絹黒からも、そのような患者の   

受け入れが実際に行われていた。また、急性期治療後の患者を受け入れ、円滑な   

在宅療養等への導入を図る一方、在宅療養等の患者等が入院治療を必要とする場   

合に対応する等、在宅支援の役割も担っている。  

一方、医療の必要性が高く、継続的に医療療養病床での療養の提供が求められ   

る患者像として、終末期の看取りや緩和ケアを必要とする患者、神経難病、認知   

症の患者等を挙げる意見もあった。  

なお、嗜癖吸引や経菅栄養、膜胱留置カテーテル等の医療処置が継続的に必要   

な患者については、介護施設においてそのような患者に対応できる位置づけがで   

きるまでは、医療療養病床において療養を提供すべきではないかという意見が出   

された。   
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の平均のケア時間、1日費用について、全体の平均と比較を行い、ケア時間が長  

い項目及び費用が高い項目を抽出した。   

抽出した項目に該当する患者のうち、すでに他の項目により医療区分2以上と  

分類されている患者を除き、平均のケア時間、1日管用を出して検討を行った。   

検討の結果、ケア時間が長く、費用が多くかかり、医療区分2と同等と考えら  

れる項目としては、「個室管理」、「余命6ケ月以下」、「注射・点滴日数が週に6  

日」、「注射・点滴日数が週に7日以上」、「抗生物質注射」、「末梢静脈栄養」の項  

目が挙げられた。これらの項目については、診療報酬上の評価とするには曖昧な  

項目であり不適切な項目であると考えられた。 

切なケアから外れる可能性のある項目であり不適切である等の指摘がなされた。  

（2）医療区分、ADL区分、認知機能障害加算の妥当性について  

G）概括的評価  

医療区分及びAD」区分については、診療報酬改定後もタイムスタディ調査によ  

る患者1人1日当たりの直接ケア時間の順序性が保持されていることが明らかと  

なったこと等から概ね妥当であると考えられた。   

② 医療区分に関する個別項目の検討  

個別項目の検討に際して、医療療養病床には、患者の生活を支える視点から、医  

療が生活の中で提供されることが重要である。このことから、点滴・注射やカテー  

テル等の医療処置により医療の必要性を測るよりも状態像から医療の必要性の高  

さを測るべきであり、高齢者の状態像に視点をおいて検討するべきであるという意  

見が多く出された。   

また、昨年7月に導入された患者分類であり、調査時点で医療機関の現場で十分  

に理解されていたか、アセスメントが正確にされていたか等について検証が十分で  

なく、現場の実態を十分に反映していない可能性があることから、医療区分項目の  

追加、削除の範囲は最小限に留めるべきであるとの意見が出された。  

a 新たに医療区分3の評価項目とするものについて  

調査結果から、各項目に該当する患者の平均のケア時間、1日費用について、   

全体の平均と比較を行い、特に、ケア時間が長い項目及び費用が高い項目を抽出   

した。  

抽出した項目に該当する患者のうち、すでに他の項目により医療区分3と分類   

されている患者を除き、平均のケア時間、1日費用を算出して検討を行った。  

検討の結果、特に、ケア時間が長く、費用が多くかかり、医療区分3と同等と   

考えられる項目としては、「医師の1日数回の指示見直しが必要」、「医師の毎日   

の指示見直しが必要であり、看護師による頻回の観察が必要」、「医師の毎日の指   

示見直しが必要であり、看護師による24時間の観察が必要」等の医療提供頻度   

にかかる項目が挙げられた。これらの項目については、看取りを評価する項目で   

あり採用するべきであ一るという意見もあったが、診療報酬上の評価とするには曖   

昧な項目であり不適切という指摘がなされた。  

C 医療区分3から医療区分2の評価項目に変更するものについて  

調査結果から、医療区分3の各項目に該当する患者の平均のケア時間、1日費   

用について、全体の平均と比較を行い、特に、ケア時間が長くない項目及び費用   

が高くない項目を抽出した。  

抽出した項目に該当する患者のうち、すでに他の項目により医療区分3と分類   

されている患者を除き、平均のケア時間、1日費用を出して検討を行った。  

検討の結果、「ドレーン法■胸腹腔洗浄」については、ケア時間、1日黄用の共   

に、全体の費用と差がなかったが、患者数が9名とごくわずかであった。  

また、「酸素療養」、「発熱を伴う気管切開・気管内挿管」、「感染隔離主におけ   

るケア」については、ケア時間、1日費用共に、全体費用と差がなかった。ただ   

し、「発熱を伴う気管切開・気管内挿管」については、すべての患者が重複する   

他の項目lこより医療区分3として評価されていた。また、「感染隔離室における   

ケア」については、他の評価項目に該当しない患者数が13名とわずかであった。  

「酸素療養」については、現在の規定を見直し、今後、適切な要件とすること   

が必要であると考えられる。  

d 医療区分2の評価項目から除くものについて  

調査結果から、医療区分2の各項目に該当する患者の平均のケア時間、1日費   

用について、全体の平均と比較を行い、ケア時間が長くない項目及び費用が高く   

ない項目を抽出した。  

抽出した項目に該当する患者のうち、すでに他の項目により医療区分2と分類   

されている患者を除き、平均のケア時間、1日費用を出して検討を行った。  

検討の結果、「うつ状態」、「問題行動」、「多発性硬化症」、「パーキンソン病関   

連疾患」、「神経難病以外の難病」、「脊髄損傷■（四肢麻痺が伴う）」、「脱水」、「唱   

吐」については、ケア時間、1日費用の共に、全体の費用と差がなかった。ただ   

し、「問題行動」、「多発性硬化症J、「脊髄損傷（四肢麻痔が伴う）」、「嘔吐」につ  
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b一新たに医療区分2の評価項目とするものについて  

医療区分3の評価項目の検討と同様に、調査結果から、各項目に該当する患者  
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いては、他の評価項目に該当しないものが、少数であった。  

「うつ状態」、「問題行動」の項目については、適切な治療ケアの方法が必ずし   

も実施されていない可能性もあり、本来は、ニーズとして存在するため、項目を   

除外するよりも、現在の規定を見直し、今後、適切な要件とすることが必要であ   

ると考えられる。  

また、難病については、医療療養病床として本来受け入れるべき患者像であり、   

ケアの時間での評価ではなく、ケアの難易度から考えれば、項目を除外するべき   

でないとの意見が出された。  

さらに、「脱水」、「嘔吐」について詳細に検討を行ったところ、「発熱の伴う脱   

水」、「発熱の伴う嘔吐」の患者については、全体の平均よりもケア時間が長く、  

1日費用がかかっていた。  

e 経菅栄養・胃癌について  

病院長へのアンケート調査で特に、医療区分2に加えるべき項目として意見   

の多かった経菅栄養、胃療等の処置について、別に検討を行った。検討を行う   

ため、経菅栄養等、AD Lの低下に特に関連すると思われる項目について、当   

該項目のみを選択されている者のうち、AD」区分3の平均ケア時間を比較す   

ると、経菅栄養、胃療のみを選択している者の平均ケア時間は、全体のケア時   

間に比べ、あまり差がなかった。  

（3）患者分類と収入について  

患者分類毎の患者1人1日当たりの費用については、医療区分及びAD」区分の  

順序と対応しており、費用の分類としては、妥当であると考えられた。  

しかしながら、診療報酬における入院基本料の設定は、医療区分それぞれにみる  

と、今回の調査結果から算出された費用に比べ、上下に帽が広くなっていることが  

わかった。（図表31～34を参照）  

また、AD」区分の1から3がまとめられて5区分になっているため、入院基本  

料の各区分における費用の上下の幅が広くなっていた。  

こうした収支差は、医療区分1、2、3のいずれにおいても、AD」区分1より  

もAD」区分3が小さくなっていた。（7頁、図表12－1、図表12－2、図表  

32、図表33、図表34を参照）。  

国表31患者分類（5区分＋認知機能障害加釦）毎の入院基本料  

単位：円  

医療区分1  医療区分2   

AD」区分3  8．850   
13．440   

AD」区分2   

7．640   
AD」区分1  

12，200   

③ 認知機能障害について  

認知機能障害の有無については、平成17年度の分科会実において、ADL区   

分1の、医療区分1と2を対象としたが、今回の調査では、このうち医療区分1   

については、ケア時間も費用も若干の差が認められた。しかし、医療区分2につ   

いては両者に差が認められなかった。  
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画表32患者分類（5区分＋認知機能障害加算）毎の収入推計（コスト調査実施69病院）  

単位：円  

（4）患者分類に基づく包括評価導入前後の医療の質の変化について  

今回の調査からは、質の評価について糸口をつけたものである。   

各QIの領域において、それぞれ全体平均と比べて、逸脱した値の病院があり、今  

後、結果をフィード／くックして原因を精査することにより、データの精度と、ケアの  

質の向上が期待できると考える。また、より正確に評価するためには、各病院におけ  

る患者データを蓄積し、患者の特性でリスク調整をさらに行う必要がある。  

医療区分1  医療区分2  医療区分3   

ADL区分3  13．341   
17．931   

ADL区分2   
21．891  

12．131   
AD」区分1  

†6．691   

※入院基本料以外の収入を一律4．491円とした。   
（5）患者及び施設の介護への移行の状態について  

医療療養病棟においては、医療の必要性の高い患者の受け入れが進み、それに相  

応しい職員数の増加及び職員1人当たりのケア時間の増加が見られることが明らか  

となった。しかしながら、医療療養病棟の多くが介護等への移行を考えていないこ  

とも明らかとなった。  

※4，491円の内訳は、入院基本料等加算1．163円、出来高部分580円  
リハビリテtション828円、食事療養費1，920円とした。  

図表33患者分類（11区分）毎の収入・費用差  

（コスト調査実施69病院：費用差最大の場合）  

皇位：円  

医療区分1  医療区分2  医療区分3   

AD」区分3  －3，534   143   448   

ADL区分2  －3．489   573   1．131   

－1，338  1．918   
AD」区分1  5．397  

－1．001  1．894   

※収入・費用差は、収入から費用を差し引いたもの。  

国表34 患者分類（11区分）毎の収入・費用差  

（コスト調査実施69病院：費用差最小の場合）  

皇位：円  

医療区分1  医療区分2  医療区分3   

ADL区分3  －3．534   452   乙063   

ADL区分2  －4．224   513   2，412   

－2，996   767   
ADL区分1  4，697  

－2．855   721   

※収入・費用差は、収入から費用を差し引いたもの。   
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診調組 慢－2  

21．5．27  

5．今後の課題  

＜医療の質の評価について＞  

医療療養病床の患者に対して、生活の中での医療、尊厳に配慮した医療、患者   

及びその家族が安心・納得できる医療が行われるためには、医療の質の評価が不  

可欠である  

今回の調査において検討が実施できなかった医療の質の評価については、安定  

したQIの指標を算出するため、入院時から継続的にアセスメントを行い、デー  

タベースを構築することが重要である。今後、これに向けた検討が必要である。  平成20年度診療報酬改定における  

主要改定項目について  

「医療療養病棟等の評価に係る見直し」抜粋   
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【Ⅱ－2（質の評価手法の検討について）－②】  

医療療養病棟等の評価に係る見直し  っていることを評価し、加算を創設する。これにより、各病棟における裾  

癒の発症予防等の取組が促進され、医療の質8）向上が期待される。  

［算定基準］  

AD」区分3に該当する患者に対して祷瘡の発生糾合を患者単位で経時的・継続的  

に測定・評価し、その記録を診療録等に記載していること  

伽 
ことを目的として、病棟単位で治  

療・ケアの質を反映できる事項について継続的に測定・評価することを義  

務付ける。  

2 療養病棟入院基本料の見直し  

医療経済実態調査結果等を踏まえて、療養病棟入院基本料の評価を引き下   

げる。なお、医療区分1・AD」区分3については、中医協の詩論を踏まえ  

て配慮する。  

（現行）医療区分、ADL区分における入院基本料  

療養病棟入院基本料  

骨子【Ⅱ－1－（4）】   

【Ⅱ－2－（む】  第1基本的な考え方  

1平成18年度慢性期入院医療の包括評価分科会における医療区分等の妥  

当性及び医療療養病棟の役割に係る検討結果を踏まえて、療養病棟入院基本   

料等の見直しを行う。   

2 長期入院患者等が、居宅等での療養を希望する場合には、医療機関による  
円滑な退院を支援するための取組が重要であるため、退院調整のための体制   
整備の評価を新設する。  

第2 具体的な内容   

1療養病棟入院基本料及び有床診療所療養病床入院基本料の基準及び加算  

の見直し  

④ 
分及びA。」区分の評価．記  

録を行う。  

＠轄医雫警賢 

月、鰯法を必要とする病態かどうか確  
認を行い、診療録等に記載する。  

イ 「うつ症状」及び「他者に対する暴行」については、医師を含めて原  
因や治療方針等について検討を行い、治療方針に基づく必要なケアにつ  

いて実施した内容を診療録等に記載する。  

ウ 「脱水」及び「おう吐」については、発熱を伴うものとする。  

④（3）警 
の患者で、認知機能障害のある場合の加算（1  

日につき5点）を廃止する。  

④（4）棚評価実加算 15点（1日につき）  

ADLの低下や、それに伴う長期臥床等の患者については、祷瘡の発症  

リスクが非常に高いことから、AD」得点が高く裾癒発症のリスクが高い  

患者に対して、患者単位で経時的・継続的に祷癌の発生割合等の測定を行  
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医療区分1   医療区分   

ADL区分3   885点   1．34∠   

ADL区分2   764点   1．34J   

AD」区分1   764点   1，22（   

2   医療区分3   

ト点  1．740点   

ト点  1，フナ0点   

）点  1，740点  

療養病棟入院基本料  

◇  
（改正案）医療区分、ADL区分における入院基本料  

医療区分1   医療区分   

AD」区分3   885点   1．32（  

AD」区分2   750点   1．32（  

AD」区分1   750点   1，19モ  

2   医療区分3   

L畠  1．709点  

L畠  1．709点  

し畠  1．709点  

（※医療区分1・ADL区分3については、中医協の犠論を踏まえて配慮する。）  
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